
輸出の拡大などグローバルな「食市場」の獲得
【２１，６５４（２１，７４９）百万円】

（平成26年度補正予算 １７，４２３百万円）

対策のポイント
・「国別・品目別輸出戦略」の着実な実施に向け、輸出戦略実行委員会を司
令塔とし、品目別輸出団体や日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）を通じたオ
ールジャパンでの輸出促進体制の下で、国産農林水産物・食品の輸出を促
進します。

＜背景／課題＞
・「日本再興戦略」において、今後10年間で倍増するグローバルな「食市場」の獲得に向け、
平成32年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円とすることを目指すこととしています。

・このため、世界の料理界で日本食材の活用推進（Made FROM Japan）、日本の「食文化・食
産業」の海外展開（Made BY Japan）、日本の農林水産物・食品の輸出（Made IN Japan）
の取組を、ＪＥＴＲＯ等と連携を深めつつ、一体的に推進することとしています。

・また、ミラノ国際博覧会への政府出展については、関係省庁が連携し、国民各層、関
係企業・団体等の理解と協力を得て、官民一体となって進めます。

政策目標
農林水産物・食品の輸出額を拡大
（5,505億円（平成25年）→１兆円（平成32年））

＜主な内容＞
１．輸出戦略実行事業 １５２（１５２）百万円

「国別・品目別輸出戦略」の効果的な実施に向け、輸出戦略実行委員会を司令塔と
して、輸出関連事業者等の参加の下、主要な品目毎の輸出拡大方針を作成し、実効性
のある産地間調整やマーケティング戦略を実現します。

委託費
委託先：民間団体等

＜各省との連携＞
○ 内閣官房、外務省、国税庁、厚生労働省、経済産業省、国土交通省及び観光庁
・「国別・品目別輸出戦略」に沿ったオールジャパンでの取組を推進するため、
戦略実行委員会を設置し、議論

２．輸出戦略の実行に向けた輸出促進体制の強化 ９０８（７００）百万円
（平成26年度補正予算 ４６６百万円）

「国別・品目別輸出戦略」に沿って、ジャパン・ブランドの確立を目指す品目別輸
出団体の育成、産地間連携の促進、輸出環境整備の取組への支援等を実施します。

委託費、補助率：定額、１／２以内
委託先、事業実施主体：民間団体等

３．輸出総合サポートプロジェクト １，３８１（１，００２）百万円
（平成26年度補正予算 １００百万円）

事業者発掘から商談支援、輸出相談窓口のワンストップ化、マーケティング拠点の
設置等、ＪＥＴＲＯを通じ、輸出に取り組む事業者に対し、継続的かつ一貫したビジ
ネスサポート体制を強化します。

補助率：定額
事業実施主体：ＪＥＴＲＯ

＜各省との連携＞
○ 外務省及び経済産業省
・新興市場開拓に向けて、在外公館等とも連携してテストマーケティングを実
施。ＪＥＴＲＯ等と連携しながら、事業者発掘から商談支援までの総合的なサ
ポート体制を強化
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４．グローバル・フードバリューチェーン戦略の推進［新規］
１５０（－）百万円

食のインフラシステムの輸出に向け、官民協議会を設置し、重点国におけるフード
バリューチェーン構築のための調査・取組を支援します。

委託費
委託先：民間企業等

５．食品産業グローバル展開インフラ整備事業 １０２（１９８）百万円
食品産業の海外展開に向けて、各国の食品の規格基準・規制等に係る情報の収集・共有

化を行います。また、海外の食品ビジネスに精通した人材の確保・活用等を支援します。
委託費、補助率：定額

委託先、事業実施主体：民間団体等
＜各省との連携＞
○ 経済産業省 ・クール・ジャパン推進機構と連携して食産業のグローバル

展開を推進

６．国際農産物等市場構想推進事業［新規］ ６２（－）百万円
国際空港近辺の卸売市場から青果物・花き等を輸出する構想に関し、輸出の実現に

向けた調査、推進計画の策定等を支援します。
補助率：定額、１／２以内
事業実施主体：民間団体等

７．輸出対応型施設の整備
（１）水産物の施設整備の支援 １１，１７９（１３，３９０）百万円
① 水産物輸出倍増環境整備対策事業 [新規] ３１６（－）百万円

（平成26年度補正予算 ２，０００百万円）
ＨＡＣＣＰ認定を促進するため、水産加工施設の改修整備、海域等モニタリング

等への支援、水産庁によるＥＵ向けＨＡＣＣＰ認定の体制整備等を実施します。
委託費、補助率：定額、１／２以内
委託先、事業実施主体：民間団体

② 国産水産物の消費・輸出拡大を図るための高度衛生管理型漁港の整備＜公共＞
１０，８６３（１０，３９０）百万円

水揚げから荷捌き、出荷の過程で輸出先国のＨＡＣＣＰ基準等を満たす荷捌き
所や岸壁等の整備を推進します。

平成26年度補正予算 水産基盤整備事業＜公共＞ １，２２９百万円
国費率：10/10（うち漁港管理者1/3等）、１／２等

事業実施主体：国、地方公共団体等

（２）青果物・食肉関連の施設整備の支援
強い農業づくり交付金で実施 優先枠２，０００（３，０００）百万円

（平成26年度補正予算 １３，１００百万円）
輸出青果物の長期保存が可能な低温貯蔵施設や米国、ＥＵ等向けの牛肉輸出に対

応した食肉処理施設等の整備を支援します。
交付率：都道府県へは定額（事業実施主体へは事業費の１／２以内等）

事業実施主体：都道府県、市町村、農業者の組織する団体等

８．輸出促進に資する動植物防疫体制の整備 ５２５（４０４）百万円
輸出先国からの要求に応えるため、牛白血病等の家畜の伝染性疾病の清浄化対策や

国内病害虫情報の収集等を支援します。また、輸出検疫情報の産地、販売業者、訪日
外国人等への提供等の実施により、国産農産物の輸出やお土産としての持ち帰りを推
進するとともに、畜産物の検査証明書の電子化対応により検査手続を迅速化します。

委託費、補助率：定額、１／２以内
委託先、事業実施主体：民間団体等、植物防疫所、動物検疫所
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９．日本食・食文化普及推進総合対策 １，１１３（１，１４０）百万円
（平成26年度補正予算 ３００百万円）

料理学校や海外給食事業者等と連携したメニュー開発による日本産食材の活用促進
や料理人の人材育成を図るとともに、海外主要都市での日本食レストランウィークの
取組や日本食の海外出店の支援の推進等を支援します。

委託費、補助率：定額
委託先、事業実施主体：民間団体等

＜各省との連携＞
○ 外務省 ・ＪＩＣＡが主催する国内外の研修等において、我が国の農林水産物

・食品に関する取組についてのプログラムを実施し、日本食・食文
化を普及する人材を育成

10．ミラノ国際博覧会政府出展委託事業 ７７１（１，１００）百万円
平成27年ミラノ国際博覧会への政府出展を通じ、日本の農林水産業、日本食や日本

食文化に詰め込まれた様々な知恵や技が、人類共通の課題解決に貢献するとともに、
多様で持続可能な未来の共生社会を切り拓くという日本館のメッセージが確実に発信
できるよう、運営事務、展示管理、行催事・広報活動等を実施します。

委託費
委託先：ＪＥＴＲＯ

＜各省との連携＞
○ 経済産業省及び国土交通省 ・ミラノ国際博覧会における日本館の出展

お問い合わせ先：
１～３及び５の事業 食料産業局輸出促進グループ

（０３－３５０２－３４０８）
４の事業 国際部国際協力課 （０３－３５０２－５９１３）
６の事業 食料産業局食品製造卸売課 （０３－３５０２－８２３７）
７（１）①の事業 水産庁加工流通課 （０３－３５９１－５６１３）
７（１）②の事業 水産庁計画課 （０３－３５０２－８４９１）
７（２）の事業 生産局総務課生産推進室 （０３－３５０２－５９４５）
８の事業のうち植物防疫関係 消費・安全局植物防疫課

（０３－３５０２－５９７６）
動物衛生関係 消費・安全局動物衛生課

（０３－３５０２－５９９４）
９の事業 食料産業局食品小売サービス課外食産業室

（０３－６７４４－０４８１）
10の事業 ミラノ国際博覧会チャレンジ本部事務局

（０３－６７４４－２０１２）



輸出の拡大などグローバルな食市場の獲得

○ 「国別・品目別輸出戦略」に基づくオールジャパンの取組を進めるため、農林水産物等輸出促進全国協議会の下に
平成26年度に「輸出戦略実行委員会」の設置

○ 同委員会を活用し、①産地間連携の促進、②国家的マーケティングの検討、③輸出関連事業の効果の検証等の実施。
また、主要な品目毎に輸出拡大方針の作成

○ ジャパン・ブランドの確立を目指す品目別輸出団体の育成

○ 食品産業のグローバル展開に向けたソフトインフラの整備

○ ミラノ国際博覧会への政府出展

○ グローバル・フードバリューチェーン戦略の推進
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○ 料理学校や海外給食事業者等と連携したメニュー開発
による日本産食材の活用促進

○ 海外主要都市での日本食レストランウィークの取組や
日本食の海外出店の支援の推進 等

日本の「食文化・食産業」の海外展開
（Made BY Japan）

世界の料理界で日本食材の活用推進
（Made FROM Japan）

「国別・品目別輸出戦略」に沿った農林水産物・食品の輸出促進（Made IN Japan）

○ GLOBALG.A.P.やハラール等の認証の取得支援
○ HACCP対応等輸出向け施設整備
○ 海外バイヤー等を招聘した商談会の開催
○ 国際空港近辺の卸売市場における青果物・花き等の

輸出の実現に向けた調査、推進計画の策定
○ JETROを通じた輸出相談窓口のワンストップステー

ション化 等

オールジャパンで輸出に取り組む体制の整備

国内

○ 輸出検疫情報の産地・販売業者・訪日外国人等への提供、青果物の集荷地や販売店等での輸出検疫の実施
○ 家畜の伝染性疾病の清浄化対策や病害虫情報の収集・防除
○ 日本産農林水産物・食品に対する規制緩和に向け、規制担当行政官の招聘やデータ提供の実施 等

輸出戦略に基づく検疫協議等の推進

一体的
に推進

○ 品目別輸出団体によるジャパン・ブランドの確立に向けたＰＲ
活動や海外マーケット調査等の支援

○ JETROとの連携強化を通じたビジネスサポート体制の強化
○ 海外の見本市や商談会等への積極的な参加の支援
○ 新興市場等にマーケティング、ＰＲ、現地バイヤーの発掘等

をするための拠点の設置 等

海外

環境整備

環境整備・商流確立


